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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第118期

第３四半期
連結累計期間

第119期
第３四半期
連結累計期間

第118期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

売上高 (百万円) 69,034 82,458 91,534

経常利益 (百万円) 7,392 12,214 10,303

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,086 9,660 5,849

四半期包括利益

又は包括利益
(百万円) 3,806 12,883 7,625

純資産額 (百万円) 71,872 87,854 75,826

総資産額 (百万円) 107,106 131,992 114,278

１株当たり四半期

(当期)純利益金額
(円) 81.58 192.90 116.79

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 62.5 62.5 61.9

　

回次
第118期

第３四半期
連結会計期間

第119期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

１株当たり四半期

純利益金額
(円) 35.18 48.09

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

 当第３四半期連結累計期間における経済環境は、国内におきましては、円高が是正され、株高

が進んだことから、アベノミクスによる景況の回復が感じられるようになり、さらなる「景気の

好循環」への期待が高まりつつあります。また、平成26年４月からの消費増税を前にした駆け込

み需要が本格化し始めた一方、その後の反動が懸念されるなど、不安要素も残されています。

　海外におきましては、米国経済は、懸念材料はあるものの、引き続き自動車を中心に好調を維

持しております。中国では、前年の日本製品への不買運動は落ち着きをみせ、売上げが回復しま

した。また、経済成長率には鈍化がみられるものの、依然高い水準を維持しており、今後も大き

な市場として期待されます。世界経済全体としては、米国の金融緩和縮小政策の影響や、タイな

ど一部の国における政情不安がみられますが、新興国の底堅い経済成長にも支えられ、不透明な

がらも回復への期待が高まっております。

　こうしたなか、当社グループの業績は、売上高824億５千８百万円、前年同期比134億２千４百

万円の増収（19.4％増）、営業利益は、主に海外において受注・生産が好調であったことなどか

ら100億５千４百万円、前年同期比36億４千４百万円の増益（56.8％増）となりました。経常利益

は、円安による為替差益18億７千万円を含め、122億１千４百万円、前年同期比48億２千２百万円

の増益（65.2％増）となりました。四半期純利益は、平成25年６月に移転価格税制に基づく更正

処分に係る日米間の相互協議の合意が成立し、特別利益として法人税等還付加算金１億５千４百

万円を計上したことに加え、過年度法人税等として16億６千８百万円の戻しがあったことによ

り、96億６千万円、前年同期比55億７千４百万円の増益（136.4％増）となりました。

　

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

　① プレス関連製品事業

　自動車関連部門におきまして、国内の自動車生産・販売は、消費マインドのエコカーへのシ

フトが加速したことで小型車・軽自動車の需要が増加し、売上は前年同期に対し微減となりま

した。しかしながら海外におきまして、米国の「Topre America Corporation」の好調、中国

の「東普雷（佛山）汽車部件有限公司」の本格稼動により、海外売上が前年同期を大幅に上

回ったことから、プレス関連製品事業全体での売上高は520億７千１百万円、前年同期比114億

４百万円の増収（28.0％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、主に海外拠点に

おいて、受注の好調に加え、中国新工場の稼働開始を含む新規車種の立ち上がりが円滑に進行

したことなどにより、80億７千４百万円、前年同期比28億２千６百万円の増益（53.8％増）と

なりました。

　② 定温物流関連事業

　冷凍車部門におきまして、昨年より続くトラックの更新需要に加え、小型トラックを中心に

市場は好調に推移しており、受注・生産ともに前年同期を上回る水準で推移しました。また、

冷凍輸送部門においても堅調に推移したことから、定温物流関連事業全体での売上高は247億

３千５百万円、前年同期比18億３百万円の増収（7.9％増）、セグメント利益（営業利益）

は、受注量増加への対応のため生産性が大きく向上したことなどにより、15億６百万円、前年

同期比７億６千２百万円の増益（102.4％増）となりました。
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　③ その他

　空調機器部門におきまして、住宅用換気システムは、住宅着工戸数の回復により受注は増加

し、10月以降も堅調に推移しました。また、産業用送風機についても、景況感の回復にともな

う設備投資の増加により受注を伸ばし、前年を上回る水準で推移しました。

　電子機器部門におきましては、タッチパネル関連製品の受注低迷があったものの、キーボー

ド「REALFORCE」が引き続き好調に販売を伸ばしたことにより、その他の事業全体での売上高

は56億５千１百万円、前年同期比２億１千７百万円の増収（4.0％増）、セグメント利益（営

業利益）は、売上高の増加にともない、４億７千３百万円、前年同期比５千５百万円の増益

（13.2％増）となりました。

　

(2）財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間の総資産につきましては、流動資産は、主に現金及び預金、受取手

形及び売掛金が増加したことから、697億２千６百万円となりました。

　固定資産では、新たな海外拠点となる「東普雷（襄陽）汽車部件有限公司」および「Topre

Autoparts Mexico,S.A.de C.V.」への設備投資の進展にともない有形固定資産が増加したこと、

保有する株式等の評価額が上昇したことにより投資有価証券が増加したことから、622億６千６百

万円となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間における総資産は、前連結会計年度末に比べ177億１千４

百万円増加の1,319億９千２百万円となりました。

　負債につきましては、流動負債は、主に支払手形及び買掛金が増加したことから、333億７千１

百万円となりました。

　固定負債では、主に繰延税金負債が増加したことから、107億６千７百万円となりました。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ56億８千７百万円増加の441億３千８百万円とな

りました。

　純資産につきましては、利益剰余金の増加、保有する株式等の評価額上昇によるその他有価証

券評価差額金の増加、および円安の進行により為替換算調整勘定のマイナス幅が縮小したことか

ら、前連結会計年度末に比べ120億２千８百万円増加の878億５千４百万円となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。

　

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７億６千４百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 81,240,000

計 81,240,000

　

②【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,021,824 54,021,824
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は100株で

あります。

計 54,021,824 54,021,824 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年10月１

日～　

平成25年12月31日

－ 54,021,824 － 5,610 － 4,705

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づ

く株主名簿による記載をしております。
　

①【発行済株式】
　 平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　3,940,300
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 　　50,030,900 500,309 －

単元未満株式 普通株式　　 　　50,624 － －

発行済株式総数 54,021,824 － －

総株主の議決権 － 500,309 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

　

②【自己株式等】
　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東プレ株式会社

東京都中央区日本橋

３－12－２
3,940,300 － 3,940,300 7.29

計 － 3,940,300 － 3,940,300 7.29

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりで

あります。
　
　役職の異動
　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役
代表取締役

業務本部長
常務取締役
代表取締役

業務本部長
兼経理部長

松　岡　邦　和 平成25年10月１日

取締役
開発本部長
兼商品事業本部
電子機器部長

取締役

開発本部長
兼商品事業部
電子機器部長
兼海外事業部
北米担当

千　葉　　　洋 平成25年10月１日

取締役

自動車機器
事業本部営業部長
兼自動車機器
事業本部海外事業部
北米担当

取締役

　
自動車機器
事業本部
営業部長
　

澤　　　貴　至 平成25年10月１日

取締役

自動車機器
事業本部
エンジニアリング
事業部技術部長
兼自動車機器
事業本部海外事業部
アジア担当　

取締役

　
自動車機器
事業本部
エンジニアリング
事業部技術部長　
　

古　澤　亮　介 平成25年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年

10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年

12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,080 19,767

受取手形及び売掛金
※1 20,658 ※1 24,851

有価証券 6,243 3,834

金銭債権信託受益権 4,600 5,000

たな卸資産 9,110 11,470

その他 4,687 4,803

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 60,380 69,726

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額）
※2 11,804 ※2 12,441

機械装置及び運搬具（純額） 13,445
※2 16,195

その他（純額） 14,647 15,999

有形固定資産合計 39,897 44,635

無形固定資産 965 1,109

投資その他の資産

投資有価証券 11,978 15,505

その他 1,077 1,038

貸倒引当金 △20 △22

投資その他の資産合計 13,035 16,521

固定資産合計 53,898 62,266

資産合計 114,278 131,992

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※1 17,553 ※1 22,117

短期借入金 123 －

1年内返済予定の長期借入金 895 1,647

未払法人税等 2,337 1,734

賞与引当金 1,287 425

役員賞与引当金 84 48

製品保証引当金 198 199

損害補償損失引当金 － 178

その他
※1 5,586 ※1 7,018

流動負債合計 28,067 33,371

固定負債

長期借入金 5,885 5,379

繰延税金負債 3,456 4,455

ＰＣＢ処理引当金 38 38

その他 1,003 895

固定負債合計 10,384 10,767

負債合計 38,451 44,138
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,610 5,610

資本剰余金 4,840 4,840

利益剰余金 61,507 70,369

自己株式 △2,468 △2,475

株主資本合計 69,490 78,345

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,890 4,555

為替換算調整勘定 △1,621 △368

その他の包括利益累計額合計 1,268 4,187

少数株主持分 5,067 5,320

純資産合計 75,826 87,854

負債純資産合計 114,278 131,992
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 69,034 82,458

売上原価 55,928 65,222

売上総利益 13,106 17,236

販売費及び一般管理費 6,695 7,181

営業利益 6,410 10,054

営業外収益

受取利息 69 51

受取配当金 181 221

固定資産賃貸料 73 69

為替差益 517 1,870

その他 188 305

営業外収益合計 1,031 2,518

営業外費用

支払利息 28 133

固定資産賃貸費用 12 12

損害補償損失引当金繰入額 － 183

その他 8 28

営業外費用合計 49 358

経常利益 7,392 12,214

特別利益

固定資産売却益 30 51

投資有価証券売却益 5 194

法人税等還付加算金 －
※1 154

その他 6 5

特別利益合計 43 405

特別損失

固定資産除却損 89 44

減損損失 0 0

その他 65 13

特別損失合計 155 58

税金等調整前四半期純利益 7,280 12,561

法人税、住民税及び事業税 2,335 3,367

過年度法人税等 －
※1 △1,668

法人税等調整額 683 879

法人税等合計 3,018 2,577

少数株主損益調整前四半期純利益 4,261 9,984

少数株主利益 175 323

四半期純利益 4,086 9,660
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,261 9,984

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 1,646

為替換算調整勘定 △453 1,253

その他の包括利益合計 △454 2,899

四半期包括利益 3,806 12,883

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,620 12,579

少数株主に係る四半期包括利益 186 303
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の

四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

受取手形 411百万円　 241百万円

支払手形 686　〃　 838　〃

その他 6　〃　 0　〃

　

※２　国庫補助金等による圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

建物 14百万円 14百万円

機械装置 －　〃 1　〃

　

　　

（四半期連結損益計算書関係）

※１　過年度法人税等および法人税等還付加算金

　平成22年７月に納付した移転価格税制に基づく法人税等追徴税の還付税金を過年度法人税

等として計上するとともに、これに係る還付加算金を法人税等還付加算金として特別利益に

計上しております。

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）

は、次のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

減価償却費 3,983百万円 5,095百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１. 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 399 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

平成24年10月31日

取締役会
普通株式 400 8.00 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金

　

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間末後となるもの

　

　該当事項はありません。
　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１.　配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 399 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 400 8.00 平成25年９月30日 平成25年12月４日 利益剰余金

　

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間末後となるもの

　

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）２
プレス関連
製品事業

定温物流
関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 40,667 22,932 63,600 5,434 69,034 － 69,034

セグメント間の内部

売上高又は振替高
202 5 208 419 628 △628 －

計 40,870 22,938 63,808 5,853 69,662 △628 69,034

セグメント利益 5,248 744 5,992 418 6,410 － 6,410

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処

理　事業等を含んでおります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）２
プレス関連
製品事業

定温物流
関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 52,071 24,735 76,807 5,651 82,458 － 82,458

セグメント間の内部

売上高又は振替高
201 4 206 397 603 △603 －

計 52,273 24,739 77,013 6,049 83,062 △603 82,458

セグメント利益 8,074 1,506 9,581 473 10,054 － 10,054

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理

事業等を含んでおります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日

至　平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 81.58円 192.90円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 4,086 9,660

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 4,086 9,660

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,088 50,083

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【その他】

第119期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）中間配当については、平成25年10月31

日開催の取締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。

　

(イ) 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 　   　　400百万円

(ロ) １株当たりの金額　　　　　　　　　　　 　   　　 ８円00銭

(ハ) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成25年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年2月4日

東プレ株式会社

取締役会　御中

 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　辺　地　　　　勉　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　　本　　浩　　巳　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東プレ株式会社の

平成25年4月1日から平成26年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成25年10月1日から平成25年12月

31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成25年4月1日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東プレ株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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